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邑南町　中期財政計画（令和７年 3 月） 

 

１．本町を取り巻く財政状況 

我が国経済は、デフレからの完全な脱却を果たし、成長型経済の実現に向け

た好機を迎えている。2024 年の春季労使交渉では、1991 年以来 33 年ぶりとな

る高水準の賃上げが実現し、企業の設備投資も史上最高水準に達している。こ

うした前向きな動きを中小企業や地方経済にも波及させ、日本経済を成長型の

新たなステージへと移行させることが、経済財政運営における最重要課題とさ

れている。 

新たなステージへの移行において鍵となるのは、賃上げを起点とした所得と

生産性の向上である。現時点では、為替が円安基調で推移し、物価上昇が賃金

上昇を上回る状況が続いており、消費には依然として力強さを欠いている。加

えて、海外経済の下振れリスクも残存しているが、こうした状況下にあっても、

安定的な物価上昇のもと、賃上げに支えられた消費の増加と投資の拡大が企業

収益を押し上げ、その成果が家計に還元されることで、次の消費の増加につな

がると見込まれる。企業はその収益を原資として新たな投資を行い、生産性の

向上によってさらに収益を拡大させる。加えて、成長分野への円滑な労働移動

が進むことで、新たな成長につながる好循環が形成される。この流れを来年度

以降も持続させるため、国はあらゆる政策手段を総動員し、賃上げの後押しと

生活実感の向上に取り組む方針を示している。 

また、令和 6 年に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 2024」

では、デフレからの脱却と成長型経済への移行をはじめ、「こども・子育て支

援加速化プラン」の推進による子育て支援や教育制度の改革強化、さらにデジ

タルトランスフォーメーション（DX）の推進やエネルギー構造の転換といった

技術革新の社会実装を通じて、日本経済の持続的な成長と社会の安定を図ると

されている。 財政面では、2025 年度の国・地方のプライマリーバランス（PB）

黒字化を目標に掲げるとともに、債務残高の対 GDP 比を安定的に引き下げる方

針が示されている。 

なお、総務省は「令和 7年度地方財政計画の概算」において、交付団体をは

じめとする地方の安定的な財政運営に必要な一般財源総額について、令和 6年

度地方財政計画の水準を下回らないよう、実質的に同水準（１８．９兆円）を

確保している。一方で、交付税率の引き上げについては事項要求として提出さ

れたものの、結果的に見送られている。 
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２．中期財政計画策定にあたっての基本的事項 

（１）はじめに 

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率は、令和

５年度決算における実質公債費比率（３か年平均）は１２．５％で、対前年度

比で０．７ポイントの減、将来負担比率が８９．４％で前年度比９．７ポイン

トの増となっている。市区町村の全国平均では、実質公債費比率が５．６％、

将来負担比率が６．３％となっている。 

 

（単位：％） 

 

　一方、財政の弾力性を示す経常収支比率は、令和５年度決算では９３．６％と

前年度比２．２ポイント増加し、依然として高い状況にある。これは、人件費

や繰出金などが減少したものの、公債費、補助費等、物件費の増などにより分

子が増加したことによる。 

　本町の財政は、町税等自主財源が乏しく、地方交付税や補助金といった依存

財源に大きく頼った構造となっている。特に歳入の３８．７％を占める地方交

付税は、人口減少等により普通交付税が減少していく見込みとなっている。 

将来に向け持続可能な財政基盤を構築すべく、さらなる行財政改革を推進し

なければならない。 

 

（２）基本的事項　 

○本計画は、令和５年度の地方財政状況調査数値、令和６年度予算額を基準　

とし、令和１１年度までの今後５箇年の財政見通しについて普通会計ベース

で推計した。なお、各年度の数値については、毎年見直しを行うものである。 

○普通建設事業費については、令和７年度までは起債額５億円以内、一般財源

所要額２．５億円以内、令和８年度以降は起債額４．５億円以内、一般財源

所要額２億円以内として計画している。計画を上回る部分については、今後

 健全化判断比率（４指標） 実質赤字 

比率

連結実質 

赤字比率

実質公債費 

比率

将来負担 

比率

 邑南町の

算定値

令和３年度決算 該当なし 該当なし 　  14.1     80.6

 令和４年度決算 該当なし 該当なし     13.2     79.7

 令和５年度決算 該当なし 該当なし     12.5     89.4

 早期健全化基準 14.04 19.04  25.0  350.0 
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の公債費負担に備えて減債基金に積立を行うなどの対策をとることとして

いる。その上で公立邑智病院改築事業繰出金、石見中学校改築、道の駅瑞穂

整備等の大型事業を加味し算定している。 

○普通交付税については合併算定替の特例措置が令和元年度で終了している

ため、一本算定分（邑南町）として積算し推計している。 

○公債費について、健全化判断比率による実質公債費比率が単年度において　

上昇傾向にあったため、比率の上昇を抑制するため令和２年度及び３年度に

繰上償還を行っている。 

 

３．個別事項 

（１）歳入 

① 市町村民税 

これまでの実績値を基準として、人口減少率を反映させている。 

② 固定資産税 

令和６年度は評価替えにより減少している。償却資産では、令和４年

度から課税となっている太陽光発電事業について毎年１千万円程度の減

額を見込んでいる。 

③ 市町村たばこ税 

これまでの実績から推計。 

④ 地方交付金 

これまでの実績から推計。 

⑤ 普通交付税 

令和６年度分までは交付決定額を使用している。 

令和７年度以降は令和２年国勢調査の数値を用いて、地財計画等算出

資料を基に各費目において積み上げた令和７年度当初予算見込みを基に

推計している。 

また、普通交付税に算入される公債費については、既発債と今後の借

入れ見込みで作成している。 

⑥ 特別交付税・臨時財政対策債 

特別交付税は、令和５年度までは決定額を使用し、令和６年度以降は

見込額から推計している。 

臨時財政対策債は、地方財政計画等により令和７年度に皆減、以降は

ゼロとしている。 

⑦ 分担金、負担金 
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計画分については、普通建設事業に係る受益者負担金見込額を計上。

それ以外は令和６年度予算額で推計している。 

⑧ 使用料、手数料 

令和５年度決算額、令和６年度予算額を基準として推計している。 

⑨ 国庫支出金、県支出金 

普通建設事業に係るものは計画見込額を計上。それ以外のものは、令

和５年度は決算額、令和６年度については予算額、以降は見込みで推計

している。 

⑩ 繰入金 

令和７年度の財源不足分を財政調整基金から繰入れ、減債基金につい

ては、過疎ソフト事業及び起債枠５億円を超える普通建設事業を行うた

めに積立てているものを償還額に応じて繰入れる計画としている。 

⑪ 諸収入 

これまでの推移から、令和６年度は予算額、以降は予算見込み額から

推計している。 

⑫ 地方債・投資的経費 

令和５年度は地方財政状況調査による数値。令和６年度は現計予算額、

以降は８月に実施した「普通建設事業等ヒアリング」の内容を参考に、

石見中学校改築事業及び道の駅瑞穂整備事業、公立邑智病院建設事業を

見込んで推計している。 

また、過疎ソフトについては、令和５年度は実績額、令和６年度以降

は見込み額及び推計による。 

 

（２）歳出 

① 人件費 

令和４年度に消防団員報酬の単価が見直され、増加している。 

② 扶助費 

近年の伸び率による増加と人口減少による減額を双方加味して推計し

ている。 

③ 公債費 

邑智郡総合事務組合の新可燃ごみ共同処理施設整備事業のため、令和

３年度に約８億９千万円借り入れた過疎対策事業債の元金償還が始まり、

令和７年度公債費の主な増額要因となっている。現在実施している大型

事業については償還期間を長期化することにより、毎年の償還額を抑制



 

6 

している。 

④ 物件費 

これまでの実績及び経費削減分を加味した令和７年度予算見込みによ

り推計している。 

⑤ 維持補修費 

令和６年度は現計予算額、令和７年度以降は予算見込みにより推計し

ている。 

⑥ 補助費等 

　　　　公立邑智病院建設負担金が令和５年度の約１２億円から、令和６年度

は約７億円に減少している。また、令和６年度に下水道事業が法適化し

繰出金が補助費等へ移行したため、以降は令和４年度よりも高い水準で

推移する。 

⑦ 繰出金 

公営事業会計に対する繰出金はこれまでの実績を考慮し、決算額及び

現計予算額から推計している。また、令和６年度に下水道事業が法適化

し繰出金が補助費等へ移行したため、以降は低い水準で推移する。 

⑧ 積立金 

普通建設事業における起債発行額５億円を上回る部分のうち後年度交

付税措置されない将来負担分については、減債基金への積み立てを基本

としている。また、令和８年度以降は起債発行額４．５億円を上回る部

分の将来負担分を減債基金へ積み立てる計画としている。 

 

４．その他 

当初予算については「まちの予算書」を作成し１２公民館に配置し住民の

閲覧に供している。また、町の広報紙「広報おおなん」において、毎年４回程

度財政関係の記事を掲載している。 

今後は、公共施設の整理統合を適切に行うことで運営費を削減するととも

に更新にかかる普通建設事業費を抑制し、少しでも有利な起債を活用すること

で町負担の軽減を図る。 

　　また、行財政改善計画の実行により事務事業の整理・合理化及び民間委託

の推進、補助金の整理合理化、利用料の見直し等による自主財源の確保、また

公共施設の管理運営等の見直しを進め、財政の硬直化の改善を図る。本町の財

政状況は、経常収支比率や実質公債費比率が高く、引き続き厳しい状況にあり、

しばらくは財政の硬直化や公債費が更に財政を圧迫する状況が続く見通しで
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ある。将来に向け持続可能な財政基盤を構築すべく、行財政改善計画の実行を

進めていき、現在まだ完了していない石見中学校改築事業及び道の駅瑞穂整備

事業、公立邑智病院建設事業などの大型事業の起債償還に備えた財政運営を行

う必要がある。



　　（単位：千円）

財政推計総括表

5 6 7 8 9 10 11

Ａ 16,225,379 19,259,921 14,832,757 13,647,458 13,087,935 12,285,724 12,182,002

Ｂ 15,787,528 19,259,921 14,832,757 13,647,458 13,087,935 12,285,724 12,182,002

Ｃ=A-B 437,851 0 0 0 0 0 0

Ｄ 98,469

Ｅ=C-D 339,382 0 0 0 0 0 0

Ｆ 8,972,620 8,777,299 8,330,690 7,734,231 7,939,097 7,641,884 7,663,115

狭義一般財源 7,600,132 7,489,537 7,464,302 7,437,484 7,478,420 7,443,798 7,508,984

経常一般財源 7,087,838 7,118,740 7,019,252 6,980,189 7,041,017 6,996,472 7,060,900

計画分の基準財政需要額 － 31,347 70,644 91,481 192,250 279,351

Ｇ 8,297,096 8,483,740 8,100,250 7,597,327 7,739,097 7,416,884 7,463,115

義務的経費充当一般財源 3,774,617 3,935,181 4,021,278 3,895,652 4,149,254 3,947,637 4,053,096

経常経費充当一般財源 6,660,388 6,867,182 6,663,563 6,320,909 6,430,986 6,329,880 6,426,203

計画分の公債費 － － 42,942 97,074 221,535 256,007 374,400

Ｈ=F-G 675,524 293,559 230,440 136,904 200,000 225,000 200,000

7,016,526 7,024,460 6,959,200 6,959,151 7,005,686 6,952,312 7,009,359

0.183 0.190 0.191 0.194 0.194 0.192 0.187

93.6 96.3 94.9 90.6 91.3 90.5 91.0

12.5 12.7 12.7 12.8 13.5 13.8 14.9

3,871,414 6,835,374 3,120,020 2,266,580 1,706,000 1,310,000 1,200,000

Ｉ 237,673 293,559 230,440 136,904 200,000 225,000 200,000

ａ

ｂ

ｃ

1,733 100,000

437,851 0 0 0 0 0 0

団体名：邑南町

区　　　　分

歳 入 総 額

歳 出 総 額

形 式 収 支

翌年度へ繰越すべき財源

実 質 収 支

一 般 財 源 合 計

経費充当一般財源合計

投資的経費充当可能一財

標準財政規模

財 政 力 指 数

経 常 収 支 比 率

実 質 公 債 費 比 率

投 資 的 経 費

投資的経費充当一般財源

計 Ｊ=a+b+c

繰 上 償 還 額

一 般 財 源 差 額 Ｋ=H-I+J

歳入
う
ち

歳出
う
ち

財政

構造

調整



　　（単位：千円）

第１表　歳入の推計

5 6 7 8 9 10 11

地　方　税 1,133,324 1,129,704 1,138,316 1,110,682 1,082,936 1,056,333 1,031,208

地方譲与税 197,152 211,656 215,516 208,108 211,760 211,795 210,554

普通交付税 5,460,932 5,445,075 5,367,842 5,366,458 5,450,336 5,432,177 5,523,440

特別交付税 808,724 703,102 742,628 752,236 733,388 743,493 743,782

292,857 332,305 297,578 294,941 295,985 296,167 295,698

292,857 332,305 297,578 294,941 295,985 296,167 295,698

計　画　分 7,540 26,303 15,125 13,875 10,000 10,000 10,000

そ　の　他 109,659 101,300 97,079 96,108 95,147 94,196 93,254

406,473 405,875 395,724 391,745 387,805 383,905 380,043

計　画　分 740,512 1,731,491 1,692,704 1,251,000 491,065 293,065 238,065

そ　の　他 1,060,114 870,237 1,024,508 1,019,385 1,014,288 1,009,217 1,004,171

計　画　分 276,426 685,879 178,374 134,341 175,435 175,435 175,435

そ　の　他 798,615 990,601 849,978 875,728 871,499 837,292 833,106

30,864 26,995 41,222 41,181 41,140 41,099 41,058

143,552 201,355 200,005 199,005 198,010 197,020 196,035

計　画　分 0 106,620 14,842 70,707 6,500 6,500 6,500

そ　の　他 509,990 483,441 954,942 753,930 886,842 591,653 524,592

375,228 437,849 10,010

280,916 390,074 267,164 265,828 264,499 263,177 261,861

計　画　分 2,524,700 3,845,700 895,400 595,700 703,000 480,000 450,000

そ　の　他 1,067,801 1,134,359 433,800 206,500 168,300 163,200 163,200

特定財源Ａ 5,336,672 8,407,878 4,536,055 3,978,533 3,247,434 2,779,272 2,681,368

一般財源Ｂ 1,884,782 1,658,559 1,311,438 754,042 898,080 645,412 602,215

特定財源Ｃ 1,916,087 2,074,744 1,966,012 1,934,694 1,901,404 1,864,568 1,837,519

一般財源Ｄ 7,087,838 7,118,740 7,019,252 6,980,189 7,041,017 6,996,472 7,060,900

団体名：邑南町

区　　　　分

交　　付　　金

国有提供施設等

小　　計　

使用料・手数料

財　産　収　入

寄　　附　　金

繰　　越　　金

諸　　収　　入

一般財源計

Ｂ＋Ｄ

狭義一般財源

小　　計 7,600,132 7,489,537 7,464,302 7,437,484 7,478,420 7,443,798 7,508,984

交付金

分担金・負担金

国 庫 支 出 金

都 道 府 県
支 出 金

繰　　入　　金

地　　方　　債

合　　計 16,225,379 19,259,921 14,832,757 13,647,458 13,087,935 12,285,724 12,182,002

内　訳

臨

時
経

常

8,972,620 8,777,299 8,330,690 7,734,231 7,939,097 7,641,884 7,663,115



　　（単位：千円）

第２表　歳出の推計 団体名：邑南町

5 6 7 8 9 10 11

1,770,820 1,965,664 2,002,972 1,938,859 1,936,066 1,925,604 1,896,960

1,464,202 1,432,642 1,441,784 1,401,999 1,365,690 1,327,756 1,290,666

1,580,918 1,571,999 1,578,808 1,476,780 1,624,669 1,409,131 1,437,897

－ 1,733 42,942 97,074 221,535 256,007 374,400

1,580,918 1,573,732 1,621,750 1,573,854 1,846,204 1,665,138 1,812,297

4,815,940 4,972,038 5,066,506 4,914,712 5,147,960 4,918,498 4,999,923

1,382,366 1,694,064 1,561,028 1,553,223 1,595,457 1,587,730 1,580,041

262,577 354,339 323,727 321,137 318,568 316,019 313,491

3,311,854 4,096,466 3,538,693 3,536,465 3,298,994 3,251,050 3,230,670

2,143,377 1,307,640 1,222,783 1,055,341 1,020,956 902,427 857,877

3,871,414 6,835,374 3,120,020 2,266,580 1,706,000 1,310,000 1,200,000

特定財源 Ａ 3,633,741 6,541,815 2,889,580 2,129,676 1,506,000 1,085,000 1,000,000

一般財源 Ｂ 237,673 293,559 230,440 136,904 200,000 225,000 200,000

特定財源 Ｃ 1,712,961 1,866,063 1,646,475 1,848,857 1,741,434 1,694,272 1,681,368

一般財源 Ｄ 1,636,708 1,616,558 1,436,687 1,276,418 1,308,111 1,087,004 1,036,912

特定財源 Ｅ 1,906,057 2,074,744 1,966,012 1,934,694 1,901,404 1,864,568 1,837,519

一般財源 Ｆ 6,660,388 6,867,182 6,663,563 6,320,909 6,430,986 6,329,880 6,426,203

特定財源 5,346,702 8,407,878 4,536,055 3,978,533 3,247,434 2,779,272 2,681,368

一般財源 1,874,381 1,910,117 1,667,127 1,413,322 1,508,111 1,312,004 1,236,912

特定財源 1,906,057 2,074,744 1,966,012 1,934,694 1,901,404 1,864,568 1,837,519

一般財源 6,660,388 6,867,182 6,663,563 6,320,909 6,430,986 6,329,880 6,426,203

15,787,528 19,259,921 14,832,757 13,647,458 13,087,935 12,285,724 12,182,002

区　　　　分

人 件 費

扶 助 費

従 来 分

計 画 分

計

小　　計

物 件 費

維 持 修 繕 費

補 助 費 等

そ の 他

投 資 的 経 費

計

経 費 充 当 一 般 財 源

Ｄ　＋　Ｆ

義 務 的
経 費

公
債
費

合　　　　計 15,787,528 19,259,921 14,832,757 13,647,458 13,087,935 12,285,724 12,182,002

投 資 的
経 費

そ の
他 分

臨
時

経
常

歳 出
合 計

臨
時

経
常

8,297,096 8,483,740 8,100,250 7,597,327 7,739,097 7,416,884 7,463,115

内　
　
　
　
　
　

訳



　　（単位：千円）

第７表　基金現在高 団体名：邑南町

5 6 7 8 9 10 11

454,316 284,470 249,687 69,706 6,555

積立分 419,223 59,269 77 43 26 11 7

利子分 101 58 70 43 26 11 7

小　計 419,324 59,327 147 86 52 22 14

1,108,773 1,168,100 713,931 429,547 179,912 110,228 103,687

164,369 186,024 224,875 201,027 305,193 190,662 187,428

積立分 178,971 133,262 139,340 64,430 96,620 29,720 20,720

利子分 114 114 122 116 108 96 86

小　計 179,085 133,376 139,462 64,546 96,728 29,816 20,806

2,079,529 2,026,881 1,941,468 1,804,987 1,596,522 1,435,676 1,269,054

345,621 404,037 290,593 339,140 338,462 337,785 337,109

積立分 226,188 317,504 288,206 201,744 141,221 98,855 69,199

利子分 127 82 82 136 128 116 102

小　計 226,315 317,586 288,288 201,880 141,349 98,971 69,301

2,355,845 2,269,394 2,267,089 2,129,829 1,932,716 1,693,902 1,426,094

509,990 590,061 969,784 824,637 893,342 598,153 531,092

824,724 510,289 427,897 266,512 238,129 128,809 90,121

5,544,147 5,464,375 4,922,488 4,364,363 3,709,150 3,239,806 2,798,835

15.9 16.7 10.3 6.2 2.6 1.6 1.5

29.7 28.9 27.9 25.9 22.8 20.7 18.1

33.7 32.4 32.6 30.6 27.6 24.4 20.3

79.3 77.9 70.7 62.7 52.9 46.6 39.9

区　　　　分

取 崩 額

年度末現在高

取 崩 額

年度末現在高

取 崩 額

年度末現在高

取　　　崩　　　額　　　計

積　　　立　　　金　　　計

年　度　末　現　在　高　計

財政調整基金

減 債 基 金

特定目的基金

計

財 政 調 整 基 金 積立金

減 債 基 金 積立金

特 定 目 的 基 金 積立金

基金現在高比率


